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１．産業廃棄物処理業の概要

• 主な事業

– 産業廃棄物処理業であり、以下のように分類される

• 中間処理：破砕、焼却、堆肥化等。RPF製造や、焼却に伴う発電・熱利用

• 最終処分：埋め立て処分

• 収集運搬：排出事業所から中間処理場や最終処分場への廃棄物を運搬

• 業界の規模

– 団体加盟企業数：全国47協会（会員企業数：14,961社）

– 団体企業売上規模：約8,600億円

• 業界の現状

– 処理企業の約90％が中小企業（従業員数100人以下）

– 排出事業者との委託契約に基づくため、主体的に産業廃棄物排出量及び処理量を削
減すること（ＧＨＧ排出量を削減すること）は困難

– このような状況の中、会員企業の削減努力により目標を達成していく必要がある
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業種
業界の規模
（企業数）

会員企業数
全産連
カバー率

中間処理業 10,279 6,127 59.6%

最終処分業 763 624 81.7%

収集運搬業 119,085 13,258 11.1%



２．全産連「低炭素社会実行計画」概要①

• 計画の管理対象は、全産連会員企業における産業廃棄物
の焼却、最終処分、収集運搬に伴う温室効果ガス排出量

• 削減目標として、

– 2020年度目標：平成27年5月策定

2010年度と同程度（±0％）に抑制

2018年度から2022年度の排出平均で評価

– 2030年度目標：平成29年3月改訂

2010年度比で10％削減

• 計画の進捗状況は、会員企業を対象に毎年実施する実態
調査などにより定期的に点検・評価

• 計画の概要は、参考1 3



２．全産連「低炭素社会実行計画」概要②

• 実態調査の概要

– 温室効果ガス排出量及び対策実施状況を把握し、低炭素社
会実行計画の進捗状況を点検することが目的

– 各都道府県協会に所属し、メールアドレスを確認できた会
員企業が対象

– 2007年度より毎年実施
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＜2022年度実態調査対象企業の内訳＞

送付数 回答数 回答率

中間処理業 2,505 825 32.9%

最終処分業 328 145 44.2%

収集運搬業 2,982 907 30.4%

合計 3,310 1,044 31.5%

※複数の業を行う企業があるので、送付数と回答数の合計は、単純な和とならない。



３．2021年度の取組実績（１）

• これまでの取組実績

– 従来からの会員企業に提供している削減支援ツールや、利用可能な各種制度の情報を更新し、会員
企業の温室効果ガス排出量削減努力のために活用

– 個別会員企業においては、以下の対策を実施
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業種 これまでに実施した対策

中間処理業

対策１：焼却時に温室効果ガスを発生する産業廃棄物の３Ｒ促進
選別率の向上、産業廃棄物を原料とした燃料製造、バイオマスエネルギー
製造、コンポスト化、選別排出の促進

対策２：産業廃棄物焼却時のエネルギー回収の推進 廃棄物発電設備の導入、発電効率の向上、廃棄物熱利用設備の導入

対策３：温室効果ガス排出量を低減する施設導入・運転管理
ダイオキシン類発生抑制自主基準対策済み焼却炉の遵守、下水汚泥焼却炉
における燃焼の高度化

最終処分業

対策４：準好気性埋立構造の採用 準好気性埋立構造の採用、最終処分場発生ガスの回収・焼却

対策５：適正な最終処分場管理
法令等に基づく適正な覆土施工、浸出水集排水管の水位管理・維持管理、
計画的なガス抜き管の延伸工事、目詰まり等に留意した埋立管理

対策６：生分解性廃棄物の埋め立て量の削減 中間処理業者の選別率向上の促進、分別排出の促進、直接最終処分の削減

対策７：最終処分場の周辺及び処分場跡地の緑化・利用 処分場周辺地及び跡地の公園化・植林、太陽光発電パネルの導入

収集運搬業

対策８：収集運搬時の燃料消費削減
エコドライブの推進、車両点検整備の徹底、ディーゼルハイブリッド車の
導入

対策９：収集運搬の効率化
モーダルシフトの推進、運行管理の推進、収集運搬の協業化、共同組合化
によるルート収集の推進

対策１０：バイオマス燃料の使用 バイオディーゼルの導入、バイオエタノールの導入

全業種共通

対策１１：省エネ行動の実践
重機の効率的使用、アイドリングストップ、エンジン回転数の制御等、施
設の省エネ（照明オフの徹底等）

対策１２：省エネ機器への導入
省エネ機器（LED照明、省エネOA機器、太陽光発電設備、天然ガス・ハ
イブリッド車、省エネ型破砕施設、省エネ型建設機械等）の導入



• 2021年度の実績値（業種別）

– 温室効果ガス排出量（単位：万トン-CO2）：466（2010年度比7％増、2020年度比3％減）

– 2010年度から2018年度までは増加傾向であったが、2019年度以降は微減

– 中間処理業での発電及び熱利用による削減量は増加傾向

３．2021年度の取組実績（２）
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• 2021年度の実績値（中間処理の焼却に伴うもの）
– 廃プラ類の焼却による排出量は、2010年度から2018年度までは増加傾向であったが、2019年度以降は微減

– 会員企業の努力による対策の効果とあわせ、新型コロナウィルス感染症に起因する経済活動への影響も思料

３．2021年度の取組実績（３）

7

0

50

100

150

200

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

万
t

年度

中間処理における主な産業廃棄物焼却量の内訳（2022年度実態調査結果）

廃油（鉱物系）

廃油（特管産廃）

廃プラ類

廃タイヤ

感染性（廃プラ含む）

合計

※ 環境省産廃統計の最新公表年度は、2020年度
※ 環境省産廃統計の廃プラの排出量は、2012年度以降増加だが、一方、減量化量は横ばい
※ 環境省産廃統計と全産連実態調査では把握対象に違いがあることに留意が必要

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

万
t

年度

廃プラスチック類の排出量及び減量化量（環境省産廃統計）

排出量

減量化量



• 2021年度の実績値（廃プラ焼却量：上位40社／発電・熱回収の有無／専業・兼業別）

– 全事業者合計で近年、減少傾向

– 上位40社で全体の約7割を占めており、上位の企業の動向に影響されやすい

３．2021年度の取組実績（４）
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• 2021年度の実績値（廃油焼却量：上位40社／発電・熱回収の有無／専業・兼業別）

– 全事業者合計で近年、減少傾向

– 上位40社で全体の約9割を占めており、上位の企業の動向に影響されやすい

３．2021年度の取組実績（５）
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３．2021年度の取組実績（６）
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• 中間処理業の取組実績
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• 産業廃棄物を原料とした燃料
– 産業廃棄物処理業界は、産業廃棄物を原料とした燃料（精製廃油・ＲＰＦ等）を製造

– これらの燃料が他業界において化石燃料代替として有効利用され、この分の産業廃棄物
の単純焼却が回避されているとともに、最終処分場の延命にも貢献

– 今後も産業廃棄物を原料とした燃料・製品の製造を推進

４．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
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• 運輸部門での取り組み（その1）

– 目標：2020年度の排出量を、基準年度の2010年度と同程度（±０％）に

抑制する

• 産業廃棄物の排出量は減少傾向にあるが、収集運搬における燃料使用量は2014年度ま
では増加傾向、2015年度以降は横ばい傾向。

• 2021年度は2020年度に比べて、軽油は微減、ガソリンは横ばい傾向。

５．その他取組（１）
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• 運輸部門での取り組み（その２）
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• 業務部門での取り組み（その1）

– 目標：現状、業界目標は策定していないが、今後の課題として認識

• 会員企業において産業廃棄物処理に由来するエネルギー使用量を区分して把握すること
が困難なため、産業廃棄物処理以外のエネルギー使用量を含めた結果となっている。

• 当面、温室効果ガス排出抑制目標の評価対象に含めないが、会員企業に対する実態調査
により温室効果ガス排出量や対策状況の把握等を行い、排出抑制に向けて可能な限り努
力するよう奨励。

• また、個社ごとに原単位目標を取り組み評価のために活用することを検討。

５．その他取組（３）
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• 業務部門での取り組み（その2）
- 業務部門（中間処理・最終処分関係）における取組状況の詳細は、下記のとおり
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• 業務部門での取り組み（その3）
- 業務部門（中間処理・最終処分関係）における取組状況の詳細は、下記のとおり
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1%

12%

4%

0%

2%

1%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14%

乾燥機への廃熱利用システムの導入

省エネ型破砕機の導入

選別ラインコンベアのインバーター化

ＡＩを活用した選別機の導入

焼却炉等への自動燃焼装置の導入

ＡＩを利用した燃焼管理装置の導入

焼却炉等への高効率断熱炉体の導入

通風設備のブロワのインバーター化

通風設備への蒸気タービン駆動ブロワの導入

炉室内の最適換気制御システムの導入

バッテリー型フォークリフトの導入

低炭素型建設機械（旧低燃費型建設機械）の導入

バッテリー型フォークリフトの導入

ばっ気用ブロワのインバーター化

水中かくはん機のインバーター化

割合（%）

省エネルギー機器の導入

中
間
処
理

最
終
処
分

５．その他取組（５）

前
処
理

熱
処
理

埋
立

処
理

水
処
理



６．産業廃棄物処理業におけるBATの検討（１）
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【はじめに】

– 全産連の目標達成に省エネ、発電、熱回収等の更なる対策の推進が重要

– フォローアップ専門委員会からもBATの推進が必要ではないかとの指摘

【これまでの検討状況】

– 低炭素社会実行計画目標等検討会にて検討（参考2）

– 会員企業に広く普及が見込め、現場で活かせるような対策技術（経済的
に利用可能な最善の技術）（Technologies）や、産業廃棄物の適正処理
を担保しつつ、地球温暖化対策に資する運用方法（Practice）も対策技
術と合わせてBATリストとして4分野別に整理（次のスライドを参照）

① 焼却処理に関係する発電・熱利用対策

② 照明・空調・中間処理施設の動力（モーター）の省エネ化に関係する技術

③ 収集運搬に関係する対策

④ その他分野の対策

– 産業廃棄物処理業の特徴（多種・多様な処理形態等）も踏まえながら、
継続して検討



18

６．産業廃棄物処理業におけるBATの検討（２）

適用分野 対策技術（Technology） 運用方法（Practice）

①焼却処理に関係する発
電・熱利用対策

⚫廃棄物発電設備の導入（9件）
⚫発電効率の向上（1件）
⚫廃棄物熱利用設備の導入（6件）など

⚫燃焼管理（1件）
⚫タービン排気の圧力管理（1件）
⚫腐食成分への対策（1件）
⚫ ﾃﾞﾏﾝﾄﾞによる運転管理（1件）など

②照明・空調・中間処理施
設の動力（モーター）の
省エネ化に関係する技術

⚫高効率照明設備の導入（1件）
⚫動力のインバータ制御（3件）
⚫電気量監視システムの導入（3件）など

⚫空調効率の向上（2件）
⚫重機使用時の油圧管理（1件）など

③収集運搬に関係する対策
⚫エコドライブ関連機器の導入（3件）
⚫省エネ型車両の導入（1件）
⚫ IoT等を用いた車両の運転管理（3件）など

⚫収集運搬の効率化（4件）
⚫エコドライブ教育（1件）
⚫作業効率の向上（3件）など

④その他分野の対策

⚫最終処分場発生ガスの焼却処分（2件）
⚫自然エネルギーの利用（3件）
⚫ AIによる中間処理の効率化（1件）
⚫バイオマス利用（1件）

• BATリストに載っている対策技術及び運用方法（適用分野別の件数）
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７．情報発信（1）

• 連合会ホームページにBATリストも含め、地球温暖化対策関連情報を
掲載し、広く普及啓発を実施

【連合会ホームページ → 連合会の活動 → 地球温暖化対策】
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• 当連合会が発行する「INDUST」にて「拡大するプラスチック資源循
環／4月号」「資源循環技術の最前線／5月号」「バイオガス化最前
線／10月号」と脱炭素に関連した特集を掲載

• 会員・非会員問わず広く周知

７．情報発信（2）



【目的】

– 会員企業によるフロン類の破壊に伴う温室効果ガス排出量
の把握することを目的として調査を実施

【調査対象】

– 環境省ホームページに掲載の「フロン類破壊業者名簿」
（令和4年3月29日付け、58社）のうち、会員企業である28
社を対象

【調査結果】

– 26社から回答（回答率：約93％）

– 『経済産業省・環境省告示第2号（平成28年3月29日）』に
示されるＧＷＰを用いてCO2に換算

– 少なく見積もっても約384万tCO2の削減効果

21

８．フロン類破壊量調査概要
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９．今後の取り組み方針案

【現状】
– 「会員企業の努力による対策の実施」は一定の効果を上げており、発電及び熱利用による削減分が

増加の他、ＲＰＦ製造量等も増加（他業界での削減にも貢献）。

– 「産業廃棄物排出量（処理量）の変化」は、景気等の社会情勢が強く影響。（産廃業における温室
効果ガス排出量に大きな影響）

– 依然として、輸出規制等による廃プラ類の処理量の増加圧力の懸念。

– 会員企業は、排出事業者との委託契約に基づいて産業廃棄物の収集運搬及び処理を行うため、主体
的に産業廃棄物排出量（処理量）を削減することは困難。

– 「会員企業の努力による対策の実施」の効果とあわせ、新型コロナウィルス感染症に起因する経済
活動への影響からか温室効果ガス排出量は微減したものの、依然として2020年度目標は達成が困難
と思われる。

【今後の全産連の取り組み方針案】
✓ 全産連低炭素社会実行計画目標等検討会やその他会員企業が参加する場にて、2020年度目標の達成状況

の確認と達成が困難と思われる要因（主に廃プラ焼却量の増加）を確認する。

✓ 確認内容を踏まえ、「廃棄物・資源循環分野における2050年温室効果ガス排出実質ゼロに向けた中長期
シナリオ(案)」等を念頭において、2030年度目標の達成方途を検討する。

✓ 検討の際は、①産業廃棄物処理業界自らの対策努力、②他業界に期待すること（電力のグリーン化、設
備・車輛の低炭素化等）を区別する。また、ほとんどの産業廃棄物処理会社は中小企業であり、支援を
必要としていることに留意する。



【全体目標】
– 2020年度目標／2010年度比で同程度（±0％）に抑制

2018年度から2022年度の排出平均値で評価

– 2030年度目標／2010年度比で10％削減
2028年度から2032年度の排出平均値で評価

【業種別目標】
–収集運搬業／2010年度比で2030年度に燃費で10％改善
–中間処理業／2010年度比で2030年度に焼却に伴う

発電量及び熱利用量をそれぞれ2倍
–最終処分業及び業務部門／各削減対策を中心に

引き続き取組みを推進
【進捗状況の点検】

– 2020年度目標の達成状況の点検後、2030年度の目標達
成を目指して、計画全体の進捗状況を点検

– 2050年度目標のあり方・方向性についても検討
23

参考１．全産連「低炭素社会実行計画」（１）



参考１．全産連 「低炭素社会実行計画」（２）
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対策
カテゴリ

対策例 対策内容

温室効果ガス年間
削減量(万トンCO2)

2020年度 2030年度

対策1 焼却時に温室効果ガスを発生する産業廃棄物の3R促進

廃油循環利用量の拡大 31.8 75.4

RPF製造量の拡大 38.3 102.2

製造業有機性汚泥の循環利用拡大 15.2 26.2

対策2
産業廃棄物焼却時のエネルギー
回収の推進

産業廃棄物焼却による発電量の拡大 4.6 20.9

産業廃棄物焼却による熱利用量の拡大 4.0 18.4

対策3
温室効果ガス排出量を低減する
施設導入・運転管理

－ － －

対策4
準好気性埋立構造の採用・発生
ガスの焼却処分

製造業有機性汚泥最終処分量の準好気性
処分場割合の拡大

3.3 5.1

対策5 適正な最終処分場管理 － － －

対策6
生分解性廃棄物の埋め立て量の
削減

製造業有機性汚泥の循環利用拡大【再掲】
15.2

【再掲】
26.2

【再掲】

対策7 太陽光発電設備の設置 最終処分場への太陽光パネルの設置促進 3.8 10.1

対策8 収集運搬時の燃料消費削減
ディーゼルハイブリッド車導入台数の拡大 0.2 0.4

2015年度燃費基準達成車導入台数の拡大 1.2 2.3

対策9
収集運搬の効率化・最適化（モーダルシフト、運行管
理の実施）

－ － －

対策10
バイオマス燃料（バイオディーゼル、バイオエタノー
ル）の使用

－ － －

対策11 省エネルギー行動の実践 省エネ行動の実践や省エネ機器の導入等による
業務部門エネルギー使用量の削減

8.2 21.0
対策12 省エネルギー機器の導入

＜想定する温室効果ガス対策内容と削減量推計結果＞

※対策8・11・１２の推計対象は、実態調査協力会員企業とし、その他は、日本国全体としている。



参考１．全産連 「低炭素社会実行計画」（３）
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【第1カテゴリー】
温室効果ガス削減目標等を定め、ＣＳＲ報
告書等により公表し、全産連が行う実態調
査に協力する企業

【第2カテゴリー】
全産連が行う実態調査に協力する企業（第
1カテゴリーを除く。）

【第3カテゴリー】
第1及び第2カテゴリー以外の企業



参考１．全産連 「低炭素社会実行計画」（４）
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• 地球温暖化対策税収を活用し
た支援措置の拡充

• 産業廃棄物税収の新たな使
途としての提案 等

• 排出抑制や分別排出等
の確保の要望 等

• 積極的な連携強化、情報交換 等



参考２．低炭素社会実行計画目標等検討会 委員一覧

氏名 役職

荒井 眞一
（座長）

一般社団法人 環境情報科学センター 常務理事・技術顧問

加山 順一郎 加山興業株式会社 代表取締役

齋藤 雅博 株式会社市原ニューエナジー 事業推進部 部長

鈴木 康浩 株式会社クレハ環境 ウェステック事業部 副事業部長

中條 寿一 リマテックホールディングス株式会社 取締役副社長

西田 圭一郎 高俊興業株式会社 法務事業本部副本部長 兼 法務・企画開発部長

藤井 実
国立研究開発法人国立環境研究所
社会システム領域 システムイノベーション研究室 室長

増井 利彦
国立研究開発法人国立環境研究所
社会システム領域 脱炭素対策評価研究室 室長

松本 明利 大栄環境株式会社 三木事業所 総務課 副所長
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2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

中国、香港以外 234,260 213,711 235,870 227,354 580,442 874,338 806,665 721,507 493,725 333,859

香港 401,014 511,958 473,328 515,594 167,069 58,888 50,264 24,498 8,422 5,192

中国 1,041,147 923,597 861,946 829,592 556,542 43,913 15,975 6,032 2,927 1,204

合計 1,676,421 1,649,266 1,571,144 1,572,540 1,304,053 977,139 872,904 752,036 505,074 340,256
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参考３．廃プラスチックの輸出量の推移について
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・2017年12月の輸出規制以降、中国、香港への廃プラスチック類の
輸出量が減少し、他国への輸出量が増加するも、2020年度、2021年度

の輸出量合計は2016年度より80万トン、105万トン減少（約5～7割減少）

2022年10月までの財務省貿易統計より作成

合計

中国

香港

中国、香港以外

27万トン減
60万トン減

70万トン減
80万トン減

105万トン減
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